
 
 
 
 

令和 6 年版の男女共同参画白書が閣議決定されました。男女共同参画白書は、日本の内閣府男女共同参画局が毎
年発行する報告書です。この報告書は、男女共同参画社会基本法に基づき、男女共同参画社会の形成の状況につい
て国会に毎年報告されます。 
 
各年度の白書では、特定のテーマに焦点を当てています。例えば、令和 6 年版の特集テーマは「仕事と健康の両立
～全ての人が希望に応じて活躍できる社会の実現に向けて～」です。これは、一人一人が自らの個性と能力を最大
限に発揮し、持続的に活躍するためには、「健康」が基盤となるという考え方に基づいています。 
 
また、令和 5年版では、「新たな生活様式・働き方を全ての人の活躍につなげるために～職業観・家庭観が大きく変
化する中、「令和モデル」の実現に向けて～」というテーマが特集されました。 
 
これらの報告書は、男女共同参画の進展を評価し、今後の方向性を示すための重要な資料となっています。具体的
な施策や取り組みの詳細については、各年度の男女共同参画白書をご覧ください。 
 
今年版の白書の構成は、次のとおりです。 
 
1：令和 5 年度男女共同参画社会の形成の状況 
 特集：仕事と健康の両立～全ての人が希望に応じて活躍できる社会の実現に向けて～ 
 記録：Ｇ7栃木県・日光男女共同参画・女性活躍担当大臣会合 
 各分野：政策・方針決定過程への女性の参画拡大等 
 
2：男女共同参画社会の形成の促進に関する施策 
 第 1 部：令和 5 年度に講じた男女共同参画社会の形成の促進に関する施策 
 第 2 部：令和 6 年度に講じようとする男女共同参画社会の形成の促進に関する施策 
 
特集で、「仕事と健康の両立」を取り上げ、男女で異なる健康上の問題に対応する必要があることを強調している点
が、今年版の白書の特徴となっています。一部を抜粋してご紹介いたします。 
 
【特集仕事と健康の両立～全ての人が希望に応じて活躍できる社会の実現に向けて～】 
・全ての人が希望に応じて、家庭でも仕事でも活躍できる社会「令和モデル」の実現に向けて、基盤となるのが「健
康」である。 

 
・女性と男性では、健康課題の内容も課題を抱えやすい時期も異なる。 
 
・女性がキャリアを継続し、キャリアアップしていくためには、仕事と家事・育児等の両立支援に加えて、女性特有
の症状を踏まえた健康への理解・支援等が求められる。 

 
・団塊の世代が後期高齢者に差し掛かりつつある現在、認知症への対応も含め、仕事と介護の両立も重要な課題。
働きながら介護をしているワーキングケアラーが増加する中、介護の課題を個人で抱えるのではなく、社会全体
で支えていくことが必要。 

 
・企業における従業員の健康支援は必要不可欠であり、健康経営に関する取組を大企業だけでなく中小企業等へも
拡大させることが必要。 

 
・女性が健康課題を抱えながらも働きやすい社会は、男性も含めた全ての人々にとっても働きやすい社会になるこ
とが期待される。柔軟な働き方など、両立を実現できるような働き方への変革が重要。 

 
・自らの理想とする生き方と仕事を両立することが可能となれば、キャリア継続、キャリアアップのモチベーショ
ンとなる。理想とする生き方の実現のために、自らが健康であることや健康課題と上手に付き合うこと、家族等周
囲の健康・介護を社会で支えることが重要である。 

 
・職業生活における「健康」の維持・増進は、男女ともにウェルビーイングを高め、企業の生産性を向上させること
が期待できる。社会全体で健康課題に取り組むことで、人々の労働参画や地域活動などへの参画が拡大し、日本経
済の成長や地域を含めた社会全体の活力向上につながるであろう。 

 
 
 
 
 

【経営】令和６年版の男女共同参画白書を閣議決定 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



■第１節：社会構造の変化と男女で異なる健康課題 
・男性特有の病気は 50 代以降で多くなる傾向にあるが、女性特有の病気は 20 代から 50 代の働く世代に多い。 
 
特－14 図女性特有、男性特有の病気の総患者数（年齢階級別・令和２(2020)年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・日本型雇用慣行が形成された昭和時代と現代では、人口構造・就業者の構成が変化。 
 
・女性就業者が増加する一方、就業者全体が高齢化。また、非就業の高齢者も増加。 
 
・一人一人が希望に応じて、自らの個性と能力を発揮するために、健康維持・増進が重要な課題。 
 
特－１図人口構造の変化（男女、年齢階級、就業状況別・15 歳以上） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・女性の正規雇用比率は、20 代後半をピークに年代が上がるとともに低下するＬ字カーブを描く。 
 
・出生コーホートで世代による変化をみると、近年は、出産・育児によるとみられる女性の正規雇用比率の低下幅
は縮小しており、今後も女性の正規雇用比率の高まりが期待される。 



 
特－４図正規雇用比率の推移（男女、出生コーホート別） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・近年、未就学児の育児をする者及び家族の介護をする者に占める有業者の割合が上昇。 
 
・育児・介護ともに、依然として担い手は、男性よりも女性の方が多い。 
 
 
■第２節：仕事、家事・育児等と健康課題の両立 
・気になる症状への対処法として「休暇・休憩をとる」「市販の薬やサプリメント等を飲む」「病院等に行く」を挙げ
る割合が高いが、「特に対処していない」とする割合も３～４割。 

 
・子育て中の正規雇用労働者の女性は「仕事や家事・育児等で忙しく病院等に行く時間がない」「病院が空いている
時間に行けない」ため、気になる症状に十分に対処できていないことが多い。 

 
・気になる症状があったときのプレゼンティーイズム※損失割合は、仕事よりも家事等の方が高い。健康課題を抱
えていると、仕事よりも家事・育児等に影響が及ぶと認識していることがうかがえる。 

 
・小学生以下の子供と同居している有業の女性は、仕事と家事等のプレゼンティーイズム損失割合が同程度となっ
ており、健康課題により仕事にも家事・育児等にも影響が及ぶと自身で認識していると推測されるため、両立支援
が重要。 

 
※プレゼンティーイズムとは、何らかの不調を抱えた状態で出社し本来のパフォーマンスが発揮できない状態を指
し、出来がどの程度か（生産性）をアンケートによる自己評価等を用いて測定する。なおここでは、家事・育児・
介護についても、体調不良を抱えた状態での出来（生産性）という意味で用いている。 

 
・月経のある女性の８割が月経不調により生活（仕事や家事・育児・介護）への「支障がある」。特に 20 代・30 代
女性では９割が生活への支障があり、うち４割は「かなり支障がある」。 

 
・更年期障害の自覚のある女性の９割、男性の６割が、生活への「支障があると思う」。 
 
・職場において、月経に関して困った経験については、「経血の漏れが心配で業務に集中できない」「生理用品を交
換するタイミングを作りにくい」「立ち仕事や体を動かす業務で困難を感じる」「生理休暇を利用しにくい」を挙げ
る割合が高い。 

 
・更年期障害に関わる症状への対処法をみると、女性では市販薬等の服用の割合が最も高い。 
 
・一方で、男性の７割、女性の５割は特に対処していない。 
 
・男女ともに健康認識が高い方が、昇進意欲が高い傾向。 



 
・男女ともに最も気になる症状に対処できているとする方が、昇進意欲が高い傾向。 
 
・企業規模にかかわらず、勤務先が健康経営※に取り組んでいる方が、体調が悪い日の頻度が低い。 
 
・健康経営により、プレゼンティーイズム年間損失日数を年間４～７日程度減らすことができ、女性の方が減少日
数も多い。 

 
※健康経営とは、従業員等の健康管理を経営的な視点で考え、戦略的に実践すること。経済産業省の健康経営度調
査では、任意健診・検診の受診勧奨や受診率向上のための取組、従業員等の健康意識向上のための教育の実施、女
性特有の健康課題に対する取組等を調査している。 

 
・20～39 歳女性では、「生理休暇を取得しやすい環境」「出産・子育てと仕事の両立支援」、40～69 歳女性では、「病
気の治療と仕事の両立支援」「更年期障害支援」「介護と仕事の両立支援」を職場に求める割合が高い。 

 
・男性は年代にかかわらず、経営陣・トップ、男性上司、男性社員の理解を挙げる割合が高い。 
 
 
■第３節：両立支援は新たなステージへ 
・管理職として働く条件として、男女、年代を問わず「管理職でもきちんと休暇がとれること」の割合が最も高い。 
 
・20～39 歳女性では「出産・子育てとの両立支援」「育休等によってキャリアが中断されない体制・配慮」「育児等
を配偶者と分担できること」が、40～69 歳女性及び男性に比べて高い。 

 
・人生 100 年時代において、男女ともに自らが健康であり、自らの能力を発揮できる環境が重要。 
 
・少子高齢化の進展の中で、労働力の確保・労働生産性の向上のためにも健康支援は必要不可欠。 
 
・これらが、持続可能な形で自らの理想とする生き方と仕事の両立を可能にする要素になり得る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（補足）家族の姿の変化 
・人生 100 年時代を迎え、我が国における家族の姿は変化し、人生は多様化。 
 
・昭和 60(1985)年には全世帯の４割を占めていた「夫婦と子供」の世帯は、令和２(2020)年時点では全体の 25％と
なり、単独世帯とひとり親世帯が全体の約半数を占めるようになった。 

 
・女性の正規雇用比率は、20 代後半をピークに、年代が上がるとともに低下するＬ字カーブを描いている。 
 
・一方、近年、20 代から 40 代を中心に女性の正規雇用比率が上昇している。 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
詳しくは、こちらをご覧ください。 
 
 

参照ホームページ[内閣府男女共同参画局] 
https://www.gender.go.jp/about_danjo/whitepaper/index.html 

 


